
 

2026 年 6 月 30 日 

 

立教大学国際学術研究交流制度 

2026年度「招へい研究員」報告書 

 

１．招へい概要 

 

２．滞在中の活動 

来日日および離日日を含め、滞在中の活動を記入してください。全日程（毎日）記載する必要はありません。 

講演会やセミナーなどを開催した場合はタイトル、会場、参加者数等を記載してください。 

活動内容記入例）○○についての研究討議、共同研究、講演、講義、大学院生への研究指導等 

年月日 活動内容 

2026 年５月 16 日 

５月 20 日 

５月 21 日 

 

５月 23 日 

 

 

 

５月 26 日 

５月 29 日 

来日（私費にて滞在期間前倒し） 

招へい研究員任期開始 

立教大学経済研究所主催「給付付き税額控除はいかにあるべきか－ヨーロッパにお

ける最低所得保障の最前線」を講演。立教大学太刀川記念館カンファレンスルーム 

社会政策学会第 152 回大会（於：東京大学本郷キャンパス）テーマ別分科会「福祉

国家における「労働」の再検討――市場・制度・市民権の接合をめぐって」にて、「最

低所得保障はどこまで福祉国家の中核たりうるか――就労貧困と制度のディレンマ」

を報告。東京大学本郷キャンパス法文２号館 214 教室。 

招へい研究員任期終了 

離日（私費にて滞在延長） 

 

受入 

教員 

所属･職 経済学部・特別専任教授 

氏名 菅沼 隆 

受入学部・研究科･研究所 経済学部 

招へい 

研究員 

所属・職 

Professor / Co-chair of European Social Policy Analysis network

（ESPA-net），The Centre for Social Policy Herman Deleeck, 

University of Antwerp 

所属機関所在国：ベルギー 

氏名 Ive MARX 

招へい期間 2026 年 5 月 20 日～2026 年 5 月 26 日（7 日間） 

研究経費 500,700 円 



３．研究・交流状況および成果 

上記に記載した活動について、具体的な研究･交流の内容および成果を、本学の学術研究、教育活動、国際

交流の進展へ与える効果を含めて、記載してください。講演会やセミナーなどの参加者層（学生、大学院生、

一般、教職員等）、会場の様子なども記載してください。 

５月 21 日 18 時～20 時に、立教大学経済研究所主催公開講演会「給付付き税額控除はいか

にあるべきか：ヨーロッパにおける最低所得保障の最前線」が太刀川記念館カンファレンス

ルームにて開催された。事前参加登録は 100 名を超え、社会的関心の高さを示している。雨

中の中、当日参加者はおよそ 70 名であった。参加登録者のうち 56％が立教大学関係者、22

人が立教大学の学生・院生、であった。また、マルクス教授の共同研究者である Laurie 

Maldonado 米国コロンビア大学講師も同席された。 

 イヴ・マルクス教授は、給付付き税額控除がアメリカおよびヨーロッパでどのように議論

されてきたのか、その歴史を概観し、特に典型とされるアメリカの給付付き税額控除が、ア

メリカ独特の社会構造・政治システムのもとで実現されたもので、大きな問題を抱えている

こと、給付付き税額控除は効果が限定的であること、他の制度と組み合わせる必要があるこ

と、を具体的に説明された。阿部彩教授のコメントは、日本で給付付き税額控除を導入する

際に、留意すべき点としてシングルペアレントファミリーに着目すべきことを具体的に説明

された。 

 参加者からは、アメリカの給付付き税額控除に関する質問、ヨーロッパにおける最低所得

保障制度の論議について質問があった。また、日本の給付付き税額控除論議の問題点につい

て発言があり、マルクス教授の見解が表明された。講演会は、現在、政府で導入が議論され

ている給付付き税額控除について、欧米の現状に基づいて、問題点を具体的かつ理論的に指

摘した。参加者は給付付き税額控除について、新しい視点が得られたとの感想を寄せていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



講演会終了後、マルクス教授を囲んでレセプションを開催し、阿部彩教授、Laurie 

Maldonado 講師、経済学部の佐々木隆治教授、森本壮亮准教授、安藤道人教授、菅沼が参加

し、懇親を深め、立教大学と ESPA-net、アントワープ大学、そして Maldonado 講師のコロ

ンビア大学と交流を進めることを約束した。 

 

 ５月 23 日社会政策学会第 152 回大会が東京大学にて開催され、国際交流委員会企画テー

マ別分科会「福祉国家における「労働」の再検討――市場・制度・市民権の接合をめぐって」

が開催された。マルクス教授は立教大学招へい研究員および ESPA-net 共同代表として紹介

され、「最低所得保障はどこまで福祉国家の中核たりうるか――就労貧困と制度のディレンマ」

をテーマに報告をされた。参加者が会場から溢れるほど盛況で、急遽広い会場に移動したが、

70 人を超える参加者があった。大会レセプションで、マルクス教授は ESPA-net 共同代表と

して挨拶し、社会政策学会の会員が ESPA-net 大会に参加することを歓迎すると述べた。 

 

 今回の招へいにより、立教大学と ESPA-net、アントワープ大学との交流の礎を築くこと

ができた。また、日本とヨーロッパの社会政策分野の学術交流を進める一助にもなった。極

めて有益な招へいであった。（文責：菅沼隆） 

 

 


